
 

 

 
  参 加 要 領                     セミナー会場の御案内 

1．お申込みは下の「参加申込書」に所定事項を         

ご記入の上、点線から切り離してお送り下さ 

い（できるだけ FAXでお申込み下さい）。 

2．お申込みは先着順に受付けます。  

  ※できるだけ 12月中旬迄にお申込み下さい。 

3．参加料のお支払いは、下記銀行の当所当座 

   預金口座へお振込み下さい。またご都合に 

  より、現金あるいは小切手でも結構です。 

三井住友銀行日比谷支店  №271189 

三菱東京 UFJ 銀行新橋支店 №4383894 

三菱東京 UFJ 銀行赤坂支店  №520831 

み ず ほ 銀 行 新 橋 支 店  №8727  

4．請求書・領収書はお出ししておりませんが、 

  特に必要な場合はその旨お知らせ下さい。 

                          

 【詳細お問い合わせは】              交通の御案内 

  株式会社日本経営開発研究所           

  〒105-0001                      

東京都港区虎ノ門 3-3-3 虎ノ門南ビル 3F            

 電 話 東京 （03）3434－5311                

  F A X 東京  （03）3434－0538            

 

 

以下をコピーし FAXでお申込み下さい 

 

『2016 年・経営課題と 

春季賃上げ対応セミナー』   

 参 加 申 込 書  
     

ふりがな 

貴社名 

 申込日 

    年   月   日 

所在地 
〒 電話 （  ） 

ふりがな 

氏 名 

 ふりがな 

氏 名 

 

役 職  役 職  

ふりがな 

氏 名 

 ふりがな 

氏 名 

 

役 職  役 職  

参 加 料          名          円 連絡欄 

お支払方法    銀行振込  小切手  現金  

お支払予定日        月     日 

E－mailでもお申込みが出来ます ： info@nihon-keieikaihatsu.co.jp 

経営トップ・経営幹部・人事スタッフ・労組幹部 
関係の方へ 

御回覧下さい 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 中国経済の変調・世界経済の低迷と日本経済へのインパクト 

 アベノミクスの幻想と高齢化の下での深刻化する財政危機 

 
超低成長下での人手不足の進行  少子高齢化、労働力人口減少の 

インパクト 

 
人材を採用でき定着せしめうる会社以外は消滅に向う  人手不足の 

下での企業淘汰の本格化 

 初任給上昇・時短休日増を吸収しうる生産性が問われる 

 
人材採用・定着の決定的条件は、若手・中堅をひきつけうる VISION、 

革新的・創造的経営風土の形成にある 

 

 

 

日 時 ／ １月１５日（金） A.M10：00 ～ P.M4：30 

場 所 ／ 東京・日本海運クラブ  303・304会議室 

             講 師 ／ 太 田   滋  

             対 象 ／ 経営トップ・経営幹部・人事スタッフ・労組幹部 

             定 員 ／ 40 名 

             参加料 ／ 40,000円〔消費税別〕（テキスト・昼食代を含む） 

 

主催  株 式 会 社 日 本 経 営 開 発 研 究 所 

〒105－0001  東京都港区虎ノ門 3－3－3 虎ノ門南ビル 3F 

              電 話 （０３）３４３４－５３１１ 

              F A X （０３）３４３４－０５３８ 

               H P  http://www.nihon-keieikaihatsu.co.jp 

                           E-mail  info@nihon-keieikaihatsu.co.jp 

送り先 〒105-0001東京都港区虎ノ門 3-3-3 虎ノ門南ビル 3F 

    株式会社 日 本 経 営 開 発 研 究 所  

    電話(03)3434-5311  FAX（03）3434-0538 

 

2016年 経済見通し・経営課題・春季賃上げ対応セミナー 

 

（ 第 15回 人事戦略セミナー ） 

 

本格化する少子高齢化のインパクト 

人手不足・企業淘汰の時代に対応しうる 

経営・人事管理の革新 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-6-4 海運ビル 

Tel：03-3264-1825  FAX：03-3221-0228 

◆東京メトロ 半蔵門線・有楽町線・南北線「永田町」 

4、5番出口より徒歩 1分 

◆東京メトロ 銀座線・丸の内線「赤坂見附駅」 

D（弁慶橋）出口より徒歩 5分 

mailto:info@nihon-keieikaihatsu.co.jp
http://www.nihon-keieikaihatsu.co.jp/


 

   本セミナーの趣旨                               プログラム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

                                             

 

 

 

 

  

                                             

 

 

  

 講 師 紹 介 

 

   リーマンショックから３年が経ちましたが、 ’09 年～ ’10 年の先進国から途上国に至  

   るまでの全世界的財政支出拡大が限界に達し、事態は EU 危機を当面の焦点とする  

長期の世界同時不況の様相を色濃くしています。  

   日本でも、バブル崩壊から立ち直るのに 10 年の歳月を必要とした様に、欧米のバブ 

   ル崩壊  失われた膨大な金融ストックの復元には超長期を必要とすることは明ら  

かです。’12 年は EU 内劣位国の国債危機による金融危機、EU 通貨同盟解体の危機 

をはじめとする深刻な経済状況を想定せざるを得ません。  

   この状況のなかで、依然として短期的不況対応にのみに汲々とする経営には未来は 

ないといってよいでしょう。固定費圧縮を軸とする縮小均衡型経営のみを続ければ、 

結局の所は企業の消滅に行きつかざるを得ません。現下の事態は、金融利害に主導  

された短期利益志向のアメリカ型経営の歴史的破綻を意味するとも考えてよいで  

しょう。今こそ長期志向に立脚する日本的経営の優位に確信をもちつつ、新機軸に 

よる新しい需要の創造・人的基盤の強化を本格的に推進すべき時機だと考えます。  

人をめぐる経営に関していえば、１年後の 2013 年には、総人口の 1/4 が 65 歳以上 

という超高齢化社会に突入します。破局的財政状況のなかで、老齢年金の 70 歳支給 

への移行は、避け難い形勢であり、70 歳までの継続雇用は企業の最も基本的な社会 

的責任と考えなければなりません。そのために、いかなる人事管理上の改革を推進  

すべきか、大企業を含め、この体勢は充分といえるにはほど遠い状態にあります。  

しかし、これこそが、基幹社員の終身雇用を前提とする日本の経営にとって、現下 

の最も重要な経営上の人的課題であることは疑う余地がありません。  

   本セミナーは、 30 年以上に亘り、中・長期及び短期の経済見通しを明らかにし、 

   それをふまえた、経営の中・長期のあり方及び本年度の課題を提示しつつ、春季  

   賃上げの予測と労使関係のあり方を提言する、という構成で各種統計や情報を私共  

   研究所で分析・研究し作成した資料をもとに、客観的に所見を展開する形で進めて  

   まいりました。今回は、例年秋季に開催してきた人事戦略セミナーを兼ねて開催  

   することと致しました。  

   来春もまた、経営トップ、人事担当幹部、労組幹部の方々の多数の御参加を得て、 

   実りある検討を致したいものと念願しております。  

 （2011 年 11 月 太田 記）  

 

   マクロの状況の核心は少子高齢化にある 

    ⑴ 中国の変調―日本経済の低成長の加速：アベノミクスの幻想と深まりゆく財 

      政危機：その主因は超高齢化による社会保障費の増大にある 

    ⑵ 超低成長にもかかわらず人手不足が進行するのは何故か―それは少子高齢化 

      のインパクトの下での労働力人口の減少トレンドにある：人手不足は今後、 

            長期・構造化するであろう 

   人手不足に対応する経営・人事管理の革新 

    ⑴ 新大卒求人倍率の上昇傾向：初任給は明確な上昇トレンドに入った、人件費 

      増大は必至：今後は更に実労働時間・休日が問われる 

    ⑵ 人手不足は転職を誘発する：能力主義人事管理によってのみ優秀人材を確保・ 

      定着せしめうる 

    ⑶ 問われる高齢者雇用・女性基幹職雇用 

    ⑷ 生産性向上は基本的な必要条件・しかし充分条件ではない：経営 VISION、  

      革新的創造的経営風土が問われる 

    ⑸ 今春季賃金改訂のあり方―初任給上昇・ベア（MINI１％） 

＜経歴＞  東京大学経済学部卒。日本経営開発研究所入所後コンサルタントを経て  

1987 年より同研究所パートナー。2001 年より同研究所所長。  

＜著書＞ 『企業および企業人（七訂版）』『日本型賃金―少子・高齢化時代への対応・  

2016 年版』『経営方針と経営戦略（改訂版）』『撤退の経営戦略』『日本型人事  

管理学大全・改訂版』『管理職要覧（三訂版）』  

      配布資料 
    ⑴ ’16 年及び中・長期経済見通し ⑵ 労働経済・賃金労働条件の中・長期見通し  

⑶ ’16 年・初任給・モデル賃金予測  以上、資料集 

⑷ 2016 年・経済見通しと経営課題・人事管理・賃金改訂のあり方；資料集解説 

   配布テキスト（新版）  

   『日本型賃金―少子・高齢化時代への対応・2016 年版』 

    少子・高齢化のなかでの賃金・人事管理のあり方を提起する最新版テキスト  

   中国経済の変調は、リーマンショック後の長期の世界同時不況の最終局面をなす  

   ものと考えられます。日本経済には一定の底固さはあるものの、前途は必ずしも  

楽観を許しません。アベノミクスが宣伝されてはいますが、円安は、基本的には  

原発停止に伴う資源輸入急増による膨大な貿易赤字がもたらしたものにすぎず、  

政府はといえば、有効な政策を打とうにも先進国内最悪の財政赤字で首が回らない 

有様で、過剰な政策期待は禁物です。 

   そもそも財政赤字の主因は、超高齢化に伴う社会保障費の急増にあります。今日の 

   日本の社会を深部で突き動かすものは確実に進行する少子高齢化のトレンドに他  

   なりません。高齢化とは一方では高齢者の急増を意味しますが、他方では少子化・ 

労働力人口減少を同時に意味します。そして、足下では超低成長にもかかわらず  

人手不足は依然として進行し、人材採用の困難が企業経営にもたらすインパクトに 

は重大なものがあります。  

採用合戦的状況の下では初任給上昇・ベア、更には時短・休日増は避け難いものと 

なります。これに対応し得ず採用に失敗すれば企業の長期的衰退は必至ですが、無  

理に対応して人件費倒れになれば、これまた消滅必至となります。即ち、人件費増 

を吸収しうるだけの生産性向上は企業にとって死活問題となり、これに成功しなけ  

れば、人材の採用はおろか転職による人材の散逸をも招き企業の解体を引き起こす  

ことになります。人手不足は企業淘汰を本格化するものと考えなければなりません。 

問題は、賃金・労働条件に留まりません。若手・中堅を引きつけうるだけの企業と 

しての VISION、革新的・創造的経営風土の形成こそ肝要だと思います。よき会社  

づくりこそがよき人材の採用・定着を可能にすることは当り前といえば当り前です  

が、その実践は決して簡単なことではありません。旧態依然のコスト圧縮・人件費 

圧縮オンリーの経営ではメサキのツジツマはあったとしても、長期的には必ず自滅 

の道をたどることになるでしょう。重大な決意をもって、経営・人事管理の革新を 

はかるべき時機であると考えます。  

来春の賃金改訂もこのような問題意識の下で検討されなければなりません。  

本セミナーは、 30 年以上に亘り、中・長期及び短期の経済見通しを明らかにし、 

   それをふまえた、経営の中・長期のあり方及び本年度の課題を提示しつつ、春季  

   賃上げの予測と労使関係のあり方を提言する、という構成で各種統計や情報を私共  

   研究所で分析・研究し作成した資料をもとに、客観的に所見を展開する形で進めて  

   まいりました。また、例年秋季に開催してきた人事戦略セミナーを兼ねて開催する  

   ことと致しております。  

   来春もまた、経営トップ、人事担当幹部、労組幹部の方々の多数の御参加を得て、 

実りある検討を致したいものと念願しております。  

（2015 年 11 月 太田 記）  


